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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】樹脂層及び金属層からなる振動板部材を使用す
る液体吐出ヘッドにおいて、滴吐出特性のバラツキを低
減することができる液体吐出ヘッドの提供。
【解決手段】振動板部材２は、振動板領域２Ａを形成す
る樹脂層２２上に島状凸部２Ｂなどを形成する金属層２
１を析出させ、金属層２１をエッチングして島状凸部２
Ｂを形成したものであり金属層２１は、樹脂層２２側と
反対側の面（金属層２１の表面）側の結晶粒の大きさ（
結晶粒径ａ）が、樹脂層２２側の面（金属層２１の樹脂
層界面）側の結晶粒の大きさ（結晶粒径ｂ）よりも大き
く（ａ＞ｂの関係に）形成されている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液滴を吐出するノズルが連通する液室の少なくとも１つの壁面を形成する振動板領域を
有する振動板部材と、
　前記振動板部材の振動板領域を変形変位させるアクチュエータ手段と、を備え、
　前記振動板部材は、少なくとも樹脂層と金属層とからなり、前記金属層は前記樹脂層側
と反対側の結晶粒の大きさが、前記樹脂層側の結晶粒の大きさよりも大きく形成され、
　前記振動板部材の前記金属層の前記樹脂層側と反対側に前記アクチュエータ手段が配置
されている
ことを特徴とする液体吐出ヘッド。
【請求項２】
　前記振動板部材の金属層が銅であることを特徴とする請求項1記載の液体吐出ヘッド。
【請求項３】
　前記振動板部材の金属層における樹脂層側の面と樹脂層側と反対側の面の結晶構造比が
、
Ｉａ(１１１)：金属層の樹脂層側面の(１１１)面の回折ピーク強度、
Ｉａ(１００)：金属層の樹脂層側面の(１００)面の回折ピーク強度、
Ｉｂ(１１１)：金属層の樹脂層側と反対側の面の(１１１)面の回折ピーク強度、
Ｉｂ(１００)：金属層の樹脂層側と反対側の面の(１００)面の回折ピーク強度
としたとき、Ｉａ(１１１)／Ｉａ(１００)＞Ｉｂ(１１１)／Ｉｂ(１００)の関係にあるこ
とを特徴とする請求項２記載の液体吐出ヘッド。 
【請求項４】
　前記振動板部材は、前記金属層に樹脂材料が直接塗布されて前記樹脂層が形成されてい
ることを特徴とする請求項１ないし３のいずれか記載の液体吐出ヘッド。
【請求項５】
　前記振動板部材は、前記樹脂層に導電性材料の薄膜を介して前記金属層が設けられてい
ることを特徴とする液体吐出ヘッド。
【請求項６】
　前記振動板領域は、前記樹脂層で形成される変形可能領域と、前記金属層で形成される
前記変形可能領域に設けられた島状凸部とを有し、前記島状凸部で圧電素子が接合されて
いることを特徴とする請求項１ないし５のいずれか記載の液体吐出ヘッド。
【請求項７】
　請求項６記載の液体吐出ヘッドを製造する方法であって、
　前記樹脂層となる樹脂部材上に導電性を有する膜を形成する工程と、
　前記導電性を有する膜上に、前記樹脂層側と反対側の結晶粒の大きさが、前記樹脂層側
の結晶粒の大きさよりも大きく形成される前記金属層を電析して形成する工程と、
　前記金属層上に前記金属層を残す部分をマスキングする工程と、
　前記金属層をエッチングで除去して前記樹脂層からなる変形可能領域と島状凸部とを形
成する工程と、を
順次行うことを特徴とする液体吐出ヘッドの製造方法。
【請求項８】
　請求項１ないし６のいずれかに記載の液体吐出ヘッドを備えていることを特徴とする画
像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体吐出ヘッド及びその製造方法、画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プリンタ、ファクシミリ、複写装置、プロッタ、これらの複合機等の画像形成装置とし
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て、例えばインク液滴を吐出する記録ヘッドを用いた液体吐出記録方式の画像形成装置と
してインクジェット記録装置などが知られている。この液体吐出記録方式の画像形成装置
は、記録ヘッドからインク滴を、搬送される用紙（紙に限定するものではなく、ＯＨＰな
どを含み、インク滴、その他の液体などが付着可能なものの意味であり、被記録媒体ある
いは記録媒体、記録紙、記録用紙などとも称される。）に対して吐出して、画像形成（記
録、印字、印写、印刷も同義語で使用する。）を行なうものであり、記録ヘッドが主走査
方向に移動しながら液滴を吐出して画像を形成するシリアル型画像形成装置と、記録ヘッ
ドが移動しない状態で液滴を吐出して画像を形成するライン型ヘッドを用いるライン型画
像形成装置がある。
【０００３】
　なお、本願において、「画像形成装置」は、紙、糸、繊維、布帛、皮革、金属、プラス
チック、ガラス、木材、セラミックス等の媒体に液体を吐出して画像形成を行う装置を意
味し、また、「画像形成」とは、文字や図形等の意味を持つ画像を媒体に対して付与する
ことだけでなく、パターン等の意味を持たない画像を媒体に付与すること（単に液滴を媒
体に着弾させること）をも意味する。また、「インク」とは、インクと称されるものに限
らず、記録液、定着処理液、液体などと称されるものなど、画像形成を行うことができる
すべての液体の総称として用い、例えば、ＤＮＡ試料、レジスト、パターン材料なども含
まれる。
【０００４】
　液体吐出ヘッドとしては、インク滴を吐出する複数の並列されたノズルに個別に対応し
て配置された複数の個別流路（液室、加圧液室、圧力室などともいう。）内のインクを加
圧する圧力を発生するための圧力発生手段（アクチュエータ手段）として圧電素子（本願
では「圧電素子」の用語は電気機械変換素子の総称として用いる。）などで構成される圧
電アクチュエータを用いたもの、静電力を発生する静電アクチュエータを用いたものなど
が知られている。
【０００５】
　このような圧電アクチュエータや静電アクチュエータを用いる液体吐出ヘッドにおいて
は、液室の壁面を形成する変形可能な振動板領域を構成する振動板部材（単に振動板とも
称される。）を用いて、例えば圧電アクチュエータを使用する場合、振動板領域に形成さ
れる島状凸部（アイランド部とも称される。）に圧電素子を接合して構成される。
【０００６】
　従来、振動板部材としては、特許文献１に記載されているように、高分子延伸フィルム
に金属層を析出させアイランド部を形成したものが知られている。また、特許文献２に記
載されているように、ＳＵＳ板上に熱硬化性及び熱可塑性ポリイミドを直接成膜したもの
が知られている。なお、樹脂から構成される振動板部材については特許文献３などにも記
載されている。
【０００７】
【特許文献１】特開平７－２７６６２７号公報
【特許文献２】特開平１１－１９８３６８号公報
【特許文献３】特開２００７－１４４８９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述した特許文献１に記載のものにあっては、例えば図１５（ａ）に示すように、樹脂
層５０１に金属密着層（導電性膜）５０２を成膜後、フォトレジストによるマスクパター
ン５０３を形成した後、同図（ｂ）に示すように、金属層５０４を電析によって形成し、
その後レジストによるマスクパターンを除去することで、金属層５０４からなるアイラン
ド部５０５を形成する。
【０００９】
　しかしながら、電析によってアイランド部を形成する金属層を形成する場合、パターン
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形状や配置、近傍のパターンの有無により、電流密度が異なり、析出する金属層の厚みが
不均一となる。そのため、１個のアイランド部内の高さ分布や、アイランド部同士の高低
差が発生し、アイランド部の高さによっては十分な吐出速度、吐出量が得られない、また
、アイランド部の高さの僅かなばらつきで、圧電素子の変位量の伝達効率が変化し、滴吐
出特性にばらつきが生じてしまうという課題がある。 
【００１０】
　また、特許文献２に記載されているものにあっては、例えば図１６（ａ）に示すように
、予め均一な厚さに加工されたＳＵＳ板５１４に樹脂層５１１を形成し、その後、同図（
ｂ）に示すように、ウエットエッチングでＳＵＳ板５１４を除去してアイランド部５１５
を形成する。
【００１１】
　この構成によれば、特許文献１の構成のように、アイランド部の高さ精度に関わる問題
は解決されるが、高密度化したパターンをエッチング加工で形成する場合、結晶粒径が不
均一で、不純物や添加物が多い金属では、アイランド部の寸法精度が不十分であり、振動
領域の幅、面積にばらつきが生じる。この振動領域の幅、面積のばらつきにより、アイラ
ンド部の高さのバラツキと同様に、圧電素子の変位が効率的に液室に伝達されずに滴吐出
特性が低下したり、滴吐出特性が液室間（ノズル間）でばらつくことになるという課題が
ある。
【００１２】
　本発明は上記の課題に鑑みてなされたものであり、樹脂層及び金属層からなる振動板部
材を使用する場合の滴吐出特性のバラツキを低減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の課題を解決するため、本発明に係る液体吐出ヘッドは、
　液滴を吐出するノズルが連通する液室の少なくとも１つの壁面を形成する振動板領域を
有する振動板部材と、
　前記振動板部材の振動板領域を変形変位させるアクチュエータ手段と、を備え、
　前記振動板部材は、少なくとも樹脂層と金属層とからなり、前記金属層は前記樹脂層側
と反対側の結晶粒の大きさが、前記樹脂層側の結晶粒の大きさよりも大きく形成され、
　前記振動板部材の前記金属層の前記樹脂層側と反対側に前記アクチュエータ手段が配置
されている
構成とした。
【００１４】
　ここで、前記振動板部材の金属層が銅である構成とできる。
【００１５】
　また、前記振動板部材の金属層における樹脂層側の面と樹脂層側と反対側の面の結晶構
造比が、
Ｉａ(１１１)：金属層の樹脂層側面の(１１１)面の回折ピーク強度、
Ｉａ(１００)：金属層の樹脂層側面の(１００)面の回折ピーク強度、
Ｉｂ(１１１)：金属層の樹脂層側と反対側の面の(１１１)面の回折ピーク強度、
Ｉｂ(１００)：金属層の樹脂層側と反対側の面の(１００)面の回折ピーク強度
としたとき、Ｉａ(１１１)／Ｉａ(１００)＞Ｉｂ(１１１)／Ｉｂ(１００)の関係にある構
成とできる。
【００１６】
　また、前記振動板部材は、前記金属層に樹脂材料が直接塗布されて前記樹脂層が形成さ
れている構成とできる。
【００１７】
　また、前記振動板部材は、前記樹脂層に導電性材料の薄膜を介して前記金属層が設けら
れている構成とできる。
【００１８】
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　また、前記振動板領域は、前記樹脂層で形成される変形可能領域と、前記金属層で形成
される前記変形可能領域に設けられた島状凸部とを有し、前記島状凸部で圧電素子が接合
されている構成とできる。
【００１９】
　本発明に係る液体吐出ヘッドの製造方法は、
　前記樹脂層となる樹脂部材上に導電性を有する膜を形成する工程と、
　前記導電性を有する膜上に、前記樹脂層側と反対側の結晶粒の大きさが、前記樹脂層側
の結晶粒の大きさよりも大きく形成される前記金属層を電析して形成する工程と、
　前記金属層上に前記金属層を残す部分をマスキングする工程と、
　前記金属層をエッチングで除去して前記樹脂層からなる変形可能領域と島状凸部とを形
成する工程と、を
順次行う構成とした。
【００２０】
　本発明に係る画像形成装置は、本発明に係る液体吐出ヘッドを備えている構成とした。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明に係る液体吐出ヘッドによれば、振動板部材は、少なくとも樹脂層と金属層とか
らなり、金属層は樹脂層側と反対側の結晶粒の大きさが、樹脂層側の結晶粒の大きさより
も大きく形成されているので、前記金属層をエッチングするときに、エッチング開始側で
のエッチングレートが大きくなって等方性傾向を抑えられ、エッチング終了側では高精度
に微細加工されるので、金属層で例えば島状凸部を形成するときの島状凸部の幅、面積、
高さのバラツキが低減して、滴吐出特性のバラツキが低減する。
【００２２】
　本発明に係る液体吐出ヘッドの製造方法によれば、樹脂層となる樹脂部材上に導電性を
有する膜を形成し、この導電性を有する膜上に、樹脂層側と反対側の結晶粒の大きさが、
樹脂層側の結晶粒の大きさよりも大きく形成される金属層を電析して形成し、金属層をエ
ッチングで除去して樹脂層からなる変形可能領域と島状凸部とを形成するので、島状凸部
を形成するときの島状凸部の幅、面積、高さのバラツキが低減して、滴吐出特性のバラツ
キが低減した液体吐出ヘッドが得られる。
【００２３】
　本発明に係る画像形成装置によれば、本発明に係る液体吐出ヘッドを備えている構成と
したので、高品質画像の形成を行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施形態について添付図面を参照して説明する。本発明に係る液体吐出
ヘッドの一例について図１ないし図５を参照して説明する。なお、図１は同液体吐出ヘッ
ドの外観斜視説明図、図２は同じく図１のＡ－Ａ線に沿う液室長手方向（液室の並び方向
と直交する方向）に沿う断面説明図、図３は同じく液室短手方向（液室の並び方向）に沿
う断面説明図、図４は図３の１つの加圧液室部分の拡大断面説明図、図５は液室部分の要
部平面説明図である。 
【００２５】
この液体吐出ヘッドは、ＳＵＳ基板で形成した流路基板（液室基板、流路部材）１と、こ
の流路基板１の下面に接合した振動板部材２と、流路基板１の上面に接合したノズル板３
とを有し、これらによって液滴（液体の滴）を吐出するノズル４が連通する個別流路とし
ての液室（以下「加圧液室」というが、圧力室、加圧室、流路などとも称される。）６、
加圧液室６に液体であるインク（記録液）を供給する供給路を兼ねた流体抵抗部７、複数
の加圧液室６に記録液を供給する共通液室８を形成している。なお、共通液室８には図示
しないインクタンクから供給路を介して記録液が供給される。
【００２６】
　ここで、流路基板１は、リストリクタプレート１Ａとチャンバーブレート１Ｂとを接着
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して構成している。この流路基板１は、ＳＵＳ基板を、酸性エッチング液を用いてエッチ
ング、あるいは打ち抜き（プレス）などの機械加工することで、各加圧液室６、流体抵抗
部７、共通液室８などの開口をそれぞれ形成している。なお、流体抵抗部７は、リストリ
クタプレート１Ａの部分を開口し、チャンバーブレート１Ｂの部分を開口しないことで形
成している。
【００２７】
　振動板部材２は、流路基板１を構成するチャンバーブレート１Ｂに接着接合している。
この振動板部材２は、樹脂層２２に金属層２１を析出させたものであり、金属層２１は、
樹脂層２２側と反対側の面（これを「金属層２１の表面」という。）側の結晶粒の大きさ
（結晶粒径ａ）が、樹脂層２２側の面（これを「金属層２１の樹脂層界面」という。）側
の結晶粒の大きさ（結晶粒径ｂ）よりも大きく（ａ＜ｂの関係に）形成されている。
【００２８】
　また、樹脂層２２で液室６の壁面となる変形可能な部分（振動板領域）２Ａを形成し、
この振動板領域２Ａの液室６と反対側には金属層２１からなる島状の突起部（以下「島状
凸部」ともいう。）２Ｂを形成している。ここで、島状凸部２Ｂの樹脂層２２との界面側
の加工精度が滴吐出性能に大きく影響する。ここでは、金属層２２の露出側にエッチング
マスクを形成して、金属層２２をエッチングすることで島状凸部２Ｂを形成している。
【００２９】
　この場合、上述したように、金属層２１は、表面側の結晶粒の大きさ（結晶粒径ａ）が
、樹脂層界面側の結晶粒の大きさ（結晶粒径ｂ）よりも大きく（ａ＜ｂの関係に）形成さ
れているので、金属層２２の表面（エッチング開始面）は結晶粒が大きく単位体積当たり
の結晶粒界が少ないことで、エッチングレートが大きくなり処理スピードが樹脂層界面側
より速く、等方性傾向（深さ方向と直交する方向にエッチングが進む傾向）が抑えられ、
島状凸部２Ｂが断面形状でテーパ形状になることが抑制され、一方、加工精度を要求され
る樹脂層界面側及びその近傍では結晶粒が小さく徐々にエッチングが進み、高精度の微細
加工を行うことができる。これにより、精度の良い島状凸部２Ｂが形成されている。
【００３０】
　樹脂層２２の材質としては、ポリイミド（ＰＩ）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）、ＰＰ
Ｓ（ポリフェニレンサルファイド）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチ
レンナフタレート（ＰＥＮ）などを挙げることができる。これらは、延伸フィルムとして
実用化されている。
【００３１】
　また、金属層２１としては、ニッケル、クロム、銅等が挙げられるが、樹脂層２２との
密着性から銅又はクロムが特に好ましい。本実施形態では、樹脂層２２としてポリイミド
、金属層２１として銅を用いた。
【００３２】
　なお、上述したように流体抵抗部７の振動板部材２側のチャンバーブレート１Ｂを振動
板部材２の樹脂層２２と接合することで、振動板部材２の薄いポリイミドなどの樹脂層２
２を介して加圧液室６内の圧力が外部に逃げることを防ぎ、効率的に液滴を吐出すること
が可能になる。
【００３３】
　ノズル板３は、各加圧液室６に対応して直径１０～３０μｍの多数のノズル４を形成し
、流路基板１のリストリクタプレート１Ａに接着剤接合している。このノズル板３として
は、ステンレス、ニッケルなどの金属、ポリイミド樹脂フィルムなどの樹脂、シリコン、
及びそれらの組み合わせからなるものを用いることができる。また、ノズル面（吐出方向
の表面：吐出面）には、インクとの撥水性を確保するため、メッキ被膜、あるいは撥水剤
コーティングなどの周知の方法で撥水膜を形成している。
【００３４】
　そして、振動板部材２の面外側（加圧液室６と反対面側）にアクチュエータ手段として
の圧電型アクチュエータ１０を配置している。この圧電型アクチュエータ１０は、複数の
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圧電素子部材１２と、１列の各圧電素子部材１２に給電するフレキシブル配線基板、例え
ばＦＰＣ１３とを備え、複数個の圧電素子部材１２は共通のベース部材１４に列状に並べ
て接合配置されている。
【００３５】
　圧電素子部材１２は、分断することのないスリット加工（溝加工）を施すなどして複数
の圧電素子柱１１を、スリット溝１５を介して、所定のピッチで形成し、隣り合う２つの
圧電素子部材１２の圧電素子柱１１、１１間の間隔２０もスリット溝１５の溝幅として配
置している。そして、圧電素子部材１２の各圧電素子柱１１は、１つおきに駆動する圧電
素子柱（駆動圧電素子柱）１１Ａと駆動しない圧電素子柱（非駆動圧電素子柱）１１Ｂと
して使用する。
【００３６】
　圧電素子部材１２は、図４に示すように、厚さ１０～５０μｍ／１層のチタン酸ジルコ
ン酸鉛（ＰＺＴ）の圧電層１２１と、厚さ数μｍ／１層の銀・パラジューム（ＡｇＰｄ）
からなる内部電極層１２２とを交互に積層したものであり、内部電極１２２を交互に端面
の端面電極（外部電極）である図示しない個別電極及び共通電極にそれぞれ電気的に接続
したものである。ここでは、圧電定数がｄ３３（ｄ３３は内部電極面に垂直（厚み方向）
の伸び縮みを指す。）である圧電素子部材１２（駆動圧電素子柱１１Ａ）の伸縮により振
動板領域２Ａを変位させて液室６を収縮、膨張させるようになっている。駆動圧電素子柱
１１Ａに駆動信号が印加され充電が行われると伸長し、また駆動圧電素子柱１１Ａに充電
された電荷が放電すると反対方向に収縮する。 
【００３７】
　なお、圧電素子部材１２の圧電方向としてｄ３３方向の変位を用いて加圧液室６内イン
クを加圧する構成とすることも、圧電素子部材１２の圧電方向としてｄ３１方向の変位を
用いて加圧液室６内インクを加圧する構成とすることもできる。本実施形態ではｄ３３方
向の変位を用いた構成をとっている。 
【００３８】
　この圧電型アクチュエータ１０の駆動圧電素子柱１１Ａは振動板部材２の島状凸部２Ｂ
に接着剤接合し、非駆動圧電素子柱１１Ｂは液室間隔壁部６Ａに対応する厚肉部２Ｄに接
着剤接合している。
【００３９】
　さらに、振動板部材２の周囲にはフレーム部材１７を接着剤で接合している。そして、
このフレーム部材１７には、振動板部材２の樹脂層２２で構成した変形可能な部分として
のダイアフラム部２Ｃを介して共通液室８に隣接するバッファ室１８を形成している。ダ
イアフラム部２Ｃは共通液室８及びバッファ室１８の壁面を形成する。なお、バッファ室
１８は連通路１９を介して大気と連通させている。
【００４０】
　また、この液体吐出ヘッドでは、圧電素子部材１２の圧電素子柱１１Ａ、１１Ｂは３０
０ｄｐｉの間隔で形成し、それが対向して２列に並んでいる構成としている。また、加圧
液室６及びノズル４は１列１５０ｄｐｉの間隔で２列を千鳥状に並べて配置しており、３
００ｄｐｉの解像度を１スキャンで得ることができる。
【００４１】
　このように構成した液体吐出ヘッドにおいては、例えば圧電素子部材１２の駆動圧電素
子柱１１Ａに印加する電圧を基準電位から下げることによって駆動圧電素子柱１１Ａが収
縮し、振動板部材２の振動板領域２Ａが下降して加圧液室６の容積が膨張することで、加
圧液室６内にインクが流入し、その後駆動圧電素子柱１１Ａに印加する電圧を上げて駆動
圧電素子柱１１Ａを積層方向に伸長させ、振動板領域２Ａをノズル４方向に変形させて加
圧液室６の容積／体積を収縮させることにより、加圧液室６内のインクが加圧され、ノズ
ル４からインク液の滴が吐出（噴射）される。
【００４２】
　そして、駆動圧電素子柱１１Ａに印加する電圧を基準電位に戻すことによって振動板領
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域２Ａが初期位置に復元し、加圧液室６が膨張して負圧が発生するので、このとき、共通
液室８から加圧液室６内にインクが充填される。そこで、ノズル４のメニスカス面の振動
が減衰して安定した後、次の液滴吐出のための動作に移行する。
【００４３】
　なお、このヘッドの駆動方法については上記の例（引き－押し打ち）に限るものではな
く、駆動波形の与えた方によって引き打ちや押し打ちなどを行うこともできる。
【００４４】
　次に、この液体吐出ヘッドにおける振動板部材２の詳細について説明する。 
　振動板部材２は、ポリイミド（ＰＩ）などの樹脂層（部材）２２に、電析するためのシ
ード層（導電性薄膜）を成膜し、金属層２１として銅を析出して形成したものである。前
述したように、金属層２２の結晶粒の大きさは、表面側の結晶粒の大きさ（結晶粒径ａ）
が、樹脂層界面側の結晶粒の大きさ（結晶粒径ｂ）よりも大きい関係（ａ＜ｂの関係）に
ある。
【００４５】
　この場合、上述したように金属層２２を銅で形成したとき、銅の結晶構造が体面立法格
子であり、すべり面は（１１１）面となることから、緻密な結晶粒構成とするためには（
１１１）面の成長が有効であり、逆に銅の析出効率を優先し、結晶粒を大きくさせる意味
では（１００）面の成長が有効といえる。
【００４６】
　以上のことから、Ｉａ(１１１)：振動板部材の金属層樹脂界面の(１１１)面の回折ピー
ク強度、Ｉａ(１００)：振動板部材の金属層樹脂界面の(１００)面の回折ピーク強度、Ｉ
ｂ(１１１)：振動板部材の金属層表面の(１１１)面の回折ピーク強度、Ｉｂ(１００)：振
動板部材の金属層表面の(１００)面の回折ピーク強度、とするとき、Ｘ線回折スペクトル
の回折ピーク強度においてＩａ(１１１)／Ｉａ(１００)＞Ｉｂ(１１１)／Ｉｂ(１００)の
関係にあることが好ましい。
【００４７】
　そして、金属層２１をエッチングして樹脂層２２で形成される振動板領域（変形可能な
領域）２Ａに対応して島状凸部２Ｂを形成し（振動板領域２Ａのうちの島状凸部２Ｂ以外
の部分を除去し）、また、樹脂層２２で形成されるダイアフラム部２Ｃに対応する部分を
除去し、更に、流路基板１の液室間隔壁部６Ａに対応して厚肉部２Ｄを形成している。
【００４８】
　この振動板部材２の樹脂層２２には流路基板１の液室間隔壁部６Ａを接着剤３１で接合
し、また、島状凸部２Ｂには駆動圧電素子柱１１Ａを接着剤３２で接合し、液室間隔壁部
６Ａに対応する厚肉部２Ｄには支柱部となる支柱圧電素子柱１１Ｂを接着剤３２で接合し
ている。 
【００４９】
　このように、振動板部材２は、金属層２１上に、この金属層２１の線膨張係数よりも大
きな線膨張係数を持つ振動板領域２Ａを形成する樹脂層２２を有しているので、樹脂層２
２をワニス工法で形成した場合でも、樹脂層２２の収縮量が金属層２１よりも大きく、樹
脂層２２の皺の発生が低減し、これによりノズル間での液滴吐出特性のバラツキが低減す
る。
【００５０】
　つまり、図５に示すように、振動板領域２Ａに島状凸部２Ｂを設ける場合、液室の並び
方向で、島状凸部２Ｂによって液室並び方向（チャンネルの並び方向、ノズルの並び方向
も同義語である。）の幅Ｌ２となる樹脂層２２の部分（樹脂層単層領域）２Ａｂよりも、
島状凸部２Ｂがなく幅Ｌ１（Ｌ１＞Ｌ２）となる樹脂層２２の部分（振動板領域２Ａの幅
方向全域に亘り樹脂層２２のみで形成される部分：これを「樹脂層単層領域」という。）
２Ａａで皺が発生し易くなるが、この樹脂層単層領域２Ａａで樹脂層２２の皺が発生する
と、液室６内に対する圧電素子１２の変位伝達効率が変動し、その結果、ノズル間で液滴
吐出特性にバラツキが生じることになる。これに対して、本実施形態の振動板部材２では
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樹脂層２２の単層領域での皺の発生が抑制されることで滴吐出特性のバラツキが抑制され
る。
【００５１】
　このように、振動板領域にはこの振動板領域の幅方向全域に亘り樹脂層のみで形成され
る部分がある構成とすることで、圧電素子の変位を、効率的に突起部（島状凸部）を介し
て振動板領域に伝達できるとともに、振動板領域となる樹脂層の皺の発生が抑制されるこ
とで滴吐出特性のバラツキが抑制される。
【００５２】
　次に、本発明に係る液体吐出ヘッドの製造方法を適用した振動板部材２の製造方法につ
いて図６ないし図８を参照して説明する。 
　先ず、図６を参照して金属層２１と樹脂層２２とが積層された部材５０の製造工程につ
いて説明する。図６（ａ）に示すように、樹脂層２２として洗浄等の前処理により表面が
活性化された例えばポリイミドシートを準備する。樹脂層２２としては、ポリイミド以外
にもＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイド）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）、ポリエチレ
ンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）を用いることができ
る。 
【００５３】
　続いて、図６（ｂ）に示すように、洗浄を行い表面を活性化させた樹脂層２２（ＰＩ）
上に、シード層となる金属薄膜（導電性薄膜）２１ａを成膜する。成膜方法としては、蒸
着、スパッタリング、ＣＶＤ等の周知の工法を用いることができる。そして、図６（ｃ）
に示すように、シード層２１ａを設けた樹脂層２２に対し、電流密度３Ａ／ｄｍ２の条件
で、銅の電析を開始し、段階的に電流密度を大きくし、最終的に１０Ａ／ｄｍ２とした。
【００５４】
　これによって、接着力に優れ、結晶粒の大きさが樹脂層界面に近いほど小さくなる金属
層２２（銅薄膜）を有する積層部材５０が得られる。
【００５５】
　なお、樹脂層２２となるＰＩとしては膜厚６μｍのものを用いた。好ましい樹脂層２２
の膜厚は３～７μｍの範囲でより高い滴吐出特性が得られる。また、樹脂層２２の膜厚の
ばらつきは０．５μｍ以下にすることが好ましい。一方、金属層２１としては電析膜厚２
０μｍとした。島状凸部２Ｂ間の加工を考慮して膜厚は決められるが、膜厚は薄いほうが
エッチング加工性の面では良い。ただし、金属層２１の膜厚が薄くなりすぎると、樹脂層
２２と金属層２１との積層部材のコシが弱くなり、エッチング加工作業性、部材組立性の
点で不利になるため、金属層２１の膜厚は１０～２５μｍ程度が好ましい。 
【００５６】
　次に、金属層２１と樹脂層２２とが接合された部材５０の金属層２１をエッチングして
所要の振動板部材２とする製造工程について図７及び図８を参照して説明する。なお、図
８ではシード層２３の図示を省略している。
　まず、図７（ａ）に示すように、上述した工程で得られた金属層２１と樹脂層２２の積
層部材５０を準備する。そして、図７（ｂ）に示すように、金属層２１の露出側に所望の
パターンでエッチングマスク２４を形成する。エッチングマスクであるレジストとの密着
性強化のため、レジストを塗布する前に、アルゴンや窒素などの不活性ガス中でプラズマ
処理をすることで密着性を上げることができる。また、塩酸等を用いた薬液処理でも密着
性向上を図れる。 
【００５７】
　次いで、図７（ｃ）に示すように、マスキングされた金属層２１に対して塩化第二鉄を
主成分とするエッチャントを接触させてエッチングし、島状凸部２Ｂ、厚肉部２Ｄなどを
形成した後、エッチングマスク２４を除去して、振動板部材２を完成する。なお、図８で
は図７（ｃ）のエッチングとマスク除去を分けて図示している。
【００５８】
　以上の工法を用いることで、突起部（島状凸部２Ｂ）になるところが金属層２１の加工
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時にマスキングされるので、金属層２１の厚さを維持することができるため、突起部（島
状凸部２Ｂ）の高さばらつきは金属層２１の膜厚となり、高さ管理が容易である。高さば
らつきが小さく、高さ管理がされた突起部（島状凸部２Ｂ）に対して、圧電素子部材１２
を接合することから、金属層２１と圧電素子部材１２との接着強度ばらつきが抑制され、
圧電素子部材１２（駆動圧電素子柱１１Ａ）の変位を、効率よく、ばらつきが小さく、振
動板領域２Ａに伝達することができるようになり、ノズル毎の滴吐出特性のバラツキを低
減して安定にできる。
【００５９】
　ここで、前記の条件で作成した振動板部材２における金属層２１の加工精度について図
９を参照して説明する。比較例は、実施例と同様の樹脂層２２上に板厚２０μｍのＳＵＳ
３０４Ｈ－ＴＡを、接着剤を用いて貼り付けたものである。準備した比較例及び実施例の
振動板部材にフォトリソ工程により溝幅が３５μｍとなるようなＬ／Ｓ（幅／高さ）に応
じたレジストパターンを形成して、これを、塩化第二鉄を主成分とするエッチャントを接
触させてエッチングし、８４．７μｍピッチの凸形状を金属層に形成し、加工状態を確認
した。
【００６０】
　図９に示すように、溝加工精度は、実施例が比較例に対して、３σで１／３に向上した
。また、エッチング開始の金属層表面とエッチング終了の樹脂層界面との溝幅の差につい
て、顕微鏡で確認したところ、比較例の部材では大きく傾斜がついているのに対し、実施
例の部材ではほとんど傾斜が発生していなかった。
【００６１】
　次に、振動板部材２と圧電素子部材１２とを接合した部材の接合工程（圧電アクチュエ
ータ１０の製造工程）について図１０を参照して説明する。 
　ここでは、図１０（ａ）に示すように、樹脂層２２と金属層２１で形成されている島状
凸部（突起部）２Ｂを有する振動板部材２（ここでは、図８の例で図示する。）を準備す
る。 
【００６２】
　また、図１０（ｂ）に示すように、圧電定数がｄ３３である圧電素子部材１２を準備す
る。圧電定数がｄ３３である圧電素子部材１２は、前述したように、厚さ１０～５０μｍ
／１層のチタン酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）の圧電層１２１と、厚さ数μｍ／１層の銀・パ
ラジューム（ＡｇＰｄ）からなる内部電極層１２２とを交互に積層したものであり、内部
電極１２２を交互に端面の端面電極（外部電極）である個別電極（図示せず）、共通電極
（図示せず）に電気的に接続したものである。
【００６３】
　そして、図１０（ｃ）に示すように、振動板部材２の島状凸部２Ｂに圧電素子部材１２
の駆動圧電素子柱１１Ａを接着剤３２で接合し、非駆動圧電素子柱１１Ｂに厚肉部２Ｄを
接着剤３２で接合する。
【００６４】
　以上の工法を用いることで、高さばらつきが小さく、高さ管理がされた島状凸部２Ｂに
対して圧電素子部材１２を取り付けられるため、金属層２１と圧電素子１２との接着強度
ばらつきが抑制され、圧電素子部材１２（駆動圧電素子柱１１Ａ）の変位を効率よく、ば
らつきが小さく、振動板領域２Ａに伝えることができるようになり、ノズル毎の吐出特性
を安定にできる。また、島状凸部２Ｂと圧電素子部材１２の駆動圧電素子柱１１Ａとの接
合面における平面度が出やすく、高い接合信頼性が得られることから製造歩留まりを上げ
ることができる。
【００６５】
　次に、本発明に係る液体吐出ヘッドの他の例について図１１を参照して説明する。なお
、図１１は同液体吐出ヘッドの斜視説明図である。 
　この液体吐出ヘッド９０は、ノズル９１を有する液体吐出ヘッド部９２にインクを収容
するインクタンク（サブタンク、バッファタンクやインクカートリッジなど）９３を一体
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的に備えている。これにより、タンク一体化型液体吐出ヘッドを得ることができる。
【００６６】
　次に、本発明に係る液体吐出ヘッドを備える画像形成装置の一例について図１２及び図
１３を参照して説明する。なお、図１２は同装置の機構部の全体構成を説明する概略構成
図、図１３は同機構部の要部平面説明図である。
　この画像形成装置は、シリアル型画像形成装置であり、左右の側板２０１Ａ、２０１Ｂ
に横架したガイド部材である主従のガイドロッド２３１、２３２でキャリッジ２３３を主
走査方向に摺動自在に保持し、図示しない主走査モータによってタイミングベルトを介し
て矢示方向（キャリッジ主走査方向）に移動走査する。
【００６７】
　このキャリッジ２３３には、イエロー（Ｙ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、ブラッ
ク（Ｋ）の各色のインク滴を吐出するための本発明に係る液体吐出ヘッドからなる記録ヘ
ッド２３４ａ、２３４ｂ（区別しないときは「記録ヘッド２３４」という。）を複数のノ
ズルからなるノズル列を主走査方向と直交する副走査方向に配列し、インク滴吐出方向を
下方に向けて装着している。
【００６８】
　記録ヘッド２３４は、それぞれ２つのノズル列を有し、記録ヘッド２３４ａの一方のノ
ズル列はブラック（Ｋ）の液滴を、他方のノズル列はシアン（Ｃ）の液滴を、記録ヘッド
２３４ｂの一方のノズル列はマゼンタ（Ｍ）の液滴を、他方のノズル列はイエロー（Ｙ）
の液滴を、それぞれ吐出する。
【００６９】
　また、キャリッジ２３３には、記録ヘッド２３４のノズル列に対応して各色のインクを
供給するためのヘッドタンク２３５ａ、２３５ｂ（区別しないときは「ヘッドタンク３５
」という。）を搭載している。このサブタンク２３５には各色の供給チューブ３６を介し
て、各色のインクカートリッジ２１０ｋ、２１０ｃ、２１０ｍ、２１０ｙから各色のイン
クが補充供給される。
【００７０】
　一方、給紙トレイ２０２の用紙積載部（圧板）２４１上に積載した用紙２４２を給紙す
るための給紙部として、用紙積載部２４１から用紙２４２を１枚ずつ分離給送する半月コ
ロ（給紙コロ）２４３及び給紙コロ２４３に対向し、摩擦係数の大きな材質からなる分離
パッド２４４を備え、この分離パッド２４４は給紙コロ２４３側に付勢されている。
【００７１】
　そして、この給紙部から給紙された用紙２４２を記録ヘッド２３４の下方側に送り込む
ために、用紙２４２を案内するガイド部材２４５と、カウンタローラ２４６と、搬送ガイ
ド部材２４７と、先端加圧コロ２４９を有する押さえ部材２４８とを備えるとともに、給
送された用紙２４２を静電吸着して記録ヘッド２３４に対向する位置で搬送するための搬
送手段である搬送ベルト２５１を備えている。
【００７２】
　この搬送ベルト２５１は、無端状ベルトであり、搬送ローラ２５２とテンションローラ
２５３との間に掛け渡されて、ベルト搬送方向（副走査方向）に周回するように構成して
いる。また、この搬送ベルト２５１の表面を帯電させるための帯電手段である帯電ローラ
２５６を備えている。この帯電ローラ２５６は、搬送ベルト２５１の表層に接触し、搬送
ベルト２５１の回動に従動して回転するように配置されている。この搬送ベルト２５１は
、図示しない副走査モータによってタイミングを介して搬送ローラ２５２が回転駆動され
ることによってベルト搬送方向に周回移動する。
【００７３】
　さらに、記録ヘッド２３４で記録された用紙２４２を排紙するための排紙部として、搬
送ベルト２５１から用紙２４２を分離するための分離爪２６１と、排紙ローラ２６２及び
排紙コロ２６３とを備え、排紙ローラ２６２の下方に排紙トレイ２０３を備えている。
【００７４】
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　また、装置本体の背面部には両面ユニット２７１が着脱自在に装着されている。この両
面ユニット２７１は搬送ベルト２５１の逆方向回転で戻される用紙２４２を取り込んで反
転させて再度カウンタローラ２４６と搬送ベルト２５１との間に給紙する。また、この両
面ユニット２７１の上面は手差しトレイ２７２としている。
【００７５】
　さらに、キャリッジ２３３の走査方向一方側の非印字領域には、記録ヘッド２３４のノ
ズルの状態を維持し、回復するための維持回復機構２８１を配置している。この維持回復
機構２８１には、記録ヘッド２３４の各ノズル面をキャピングするための各キャップ部材
（以下「キャップ」という。）２８２ａ、２８２ｂ（区別しないときは「キャップ２８２
」という。）と、ノズル面をワイピングするためのブレード部材であるワイパーブレード
２８３と、増粘した記録液を排出するために記録に寄与しない液滴を吐出させる空吐出を
行うときの液滴を受ける空吐出受け２８４などを備えている。
【００７６】
　また、キャリッジ２３３の走査方向他方側の非印字領域には、記録中などに増粘した記
録液を排出するために記録に寄与しない液滴を吐出させる空吐出を行うときの液滴を受け
る液体回収容器であるインク回収ユニット（空吐出受け）２８８を配置し、このインク回
収ユニット２８８には記録ヘッド２３４のノズル列方向に沿った開口部２８９などを備え
ている。
【００７７】
　このように構成したこの画像形成装置においては、給紙トレイ２０２から用紙２４２が
１枚ずつ分離給紙され、略鉛直上方に給紙された用紙２４２はガイド２４５で案内され、
搬送ベルト２５１とカウンタローラ２４６との間に挟まれて搬送され、更に先端を搬送ガ
イド２３７で案内されて先端加圧コロ２４９で搬送ベルト２５１に押し付けられ、略９０
°搬送方向を転換される。
【００７８】
　このとき、帯電ローラ２５６に対してプラス出力とマイナス出力とが交互に繰り返すよ
うに、つまり交番する電圧が印加され、搬送ベルト２５１が交番する帯電電圧パターン、
すなわち、周回方向である副走査方向に、プラスとマイナスが所定の幅で帯状に交互に帯
電されたものとなる。このプラス、マイナス交互に帯電した搬送ベルト２５１上に用紙２
４２が給送されると、用紙２４２が搬送ベルト２５１に吸着され、搬送ベルト２５１の周
回移動によって用紙２４２が副走査方向に搬送される。
【００７９】
　そこで、キャリッジ２３３を移動させながら画像信号に応じて記録ヘッド２３４を駆動
することにより、停止している用紙２４２にインク滴を吐出して１行分を記録し、用紙２
４２を所定量搬送後、次の行の記録を行う。記録終了信号又は用紙２４２の後端が記録領
域に到達した信号を受けることにより、記録動作を終了して、用紙２４２を排紙トレイ２
０３に排紙する。
【００８０】
　このように、この画像形成装置では、本発明に係る液体吐出ヘッドを備えているので、
液滴吐出特性が安定し、安定して高画質画像を形成することができる。
【００８１】
　次に、本発明に係る液体吐出ヘッドを備える本発明に係る画像形成装置の他の例につい
て図１４を参照して説明する。なお、図１４は同装置の機構部全体の概略構成図である。
　この画像形成装置は、ライン型画像形成装置であり、装置本体４０１の内部に画像形成
部４０２等を有し、装置本体４０１の下方側に多数枚の記録媒体（用紙）４０３を積載可
能な給紙トレイ４０４を備え、この給紙トレイ４０４から給紙される用紙４０３を取り込
み、搬送機構４０５によって用紙４０３を搬送しながら画像形成部４０２によって所要の
画像を記録した後、装置本体４０１の側方に装着された排紙トレイ４０６に用紙４０３を
排紙する。
【００８２】
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　また、装置本体４０１に対して着脱可能な両面ユニット４０７を備え、両面印刷を行う
ときには、一面（表面）印刷終了後、搬送機構４０５によって用紙４０３を逆方向に搬送
しながら両面ユニット４０７内に取り込み、反転させて他面（裏面）を印刷可能面として
再度搬送機構４０５に送り込み、他面（裏面）印刷終了後排紙トレイ４０６に用紙４０３
を排紙する。
【００８３】
　ここで、画像形成部４０２は、例えばブラック（Ｋ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）
、イエロー（Ｙ）の各色の液滴を吐出する、フルライン型の４個の本発明に係る液体吐出
ヘッドで構成した記録ヘッド４１１ｋ、４１１ｃ、４１１ｍ、４１１ｙ（色を区別しない
ときには「記録ヘッド４１１」という。）を備え、各記録ヘッド４１１は液滴を吐出する
ノズルを形成したノズル面を下方に向けてヘッドホルダ４１３に装着している。
【００８４】
　また、各記録ヘッド４１１に対応してヘッドの性能を維持回復するための維持回復機構
４１２ｋ、４１２ｃ、４１２ｍ、４１２ｙ（色を区別しないときには「維持回復機構４１
２」という。）を備え、パージ処理、ワイピング処理などのヘッドの性能維持動作時には
、記録ヘッド４１１と維持回復機構４１２とを相対的に移動させて、記録ヘッド４１１の
ノズル面に維持回復機構４１２を構成するキャッピング部材などを対向させる。
【００８５】
　なお、ここでは、記録ヘッド４１１は、用紙搬送方向上流側から、イエロー、マゼンタ
、シアン、ブラックの順に各色の液滴を吐出する配置としているが、配置及び色数はこれ
に限るものではない。また、ライン型ヘッドとしては、各色の液滴を吐出する複数のノズ
ル列を所定間隔で設けた１又は複数のヘッドを用いることもできるし、ヘッドとこのヘッ
ドにインクを供給するインクカートリッジを一体とすることも別体とすることもできる。
【００８６】
　給紙トレイ４０４の用紙４０３は、給紙コロ（半月コロ）４２１と図示しない分離パッ
ドによって１枚ずつ分離され装置本体４０１内に給紙され、搬送ガイド部材４２３のガイ
ド面４２３ａに沿ってレジストローラ４２５と搬送ベルト４３３との間に送り込まれ、所
定のタイミングでガイド部材４２６を介して搬送機構４０５の搬送ベルト４３３に送り込
まれる。
【００８７】
　また、搬送ガイド部材４４３には両面ユニット４０７から送り出される用紙４０３を案
内するガイド面４２３ｂも形成されている。更に、両面印刷時に搬送機構４０５から戻さ
れる用紙４０３を両面ユニット４０７に案内するガイド部材４２７も配置している。
【００８８】
　搬送機構４０５は、駆動ローラである搬送ローラ４３１と従動ローラ４３２との間に掛
け渡した無端状の搬送ベルト４３３と、この搬送ベルト４３３を帯電させるための帯電ロ
ーラ４３４と、画像形成部４０２に対向する部分で搬送ベルト４３３の平面性を維持する
プラテン部材４３５と、搬送ベルト４３３から送り出す用紙４０３を搬送ローラ４３１側
に押し付ける押さえコロ４３６と、その他図示しないが、搬送ベルト４３３に付着した記
録液（インク）を除去するためのクリーニング手段である多孔質体などからなるクリーニ
ングローラなどを有している。
【００８９】
　この搬送機構４０５の下流側には、画像が記録された用紙４０３を排紙トレイ４０６に
送り出すための排紙ローラ４３８及び拍車４３９を備えている。
【００９０】
　このように構成した画像形成装置において、搬送ベルト４３３は矢示方向に周回移動し
、高電位の印加電圧が印加される帯電ローラ４３４と接触することで正に帯電される。こ
の場合、帯電ローラ４３４の帯電電圧は所定の時間間隔で極性を切り替えることによって
、搬送ベルト４３３を所定の帯電ピッチで帯電させる。
【００９１】
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　ここで、この高電位に帯電した搬送ベルト４３３上に用紙４０３が給送されると、用紙
４０３内部が分極状態になり、搬送ベルト４３３上の電荷と逆極性の電荷が用紙４０３の
搬送ベルト４３３と接触している面に誘電され、搬送ベルト４３３上の電荷と搬送される
用紙４０３上に誘電された電荷同士が互いに静電的に引っ張り合い、用紙４０３は搬送ベ
ルト４３３に静電的に吸着される。このようにして、搬送ベルト４３３に強力に吸着した
用紙４０３は反りや凹凸が校正され、高度に平らな面が形成される。
【００９２】
　そして、搬送ベルト４３３を周回させて用紙４０３を移動させ、記録ヘッド４１１から
液滴を吐出することで、用紙４０３上に所要の画像が形成され、画像が記録された用紙４
０３は排紙ローラ４３８によって排紙トレイ４０６に排紙される。
【００９３】
　このように、この画像形成装置では、本発明に係る液体吐出ヘッドを備えているので、
液滴吐出特性が安定し、安定して高画質画像を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００９４】
【図１】本発明に係る液体吐出ヘッドの一例を示す分解斜視図である。
【図２】同ヘッドの液室長手方向に沿う断面説明図である。
【図３】同ヘッドの液室短手方向に沿う断面説明図である。
【図４】同ヘッドの１つの加圧液室部分の拡大説明図である
【図５】同液室部分の要部平面説明図である。
【図６】本発明に係る液体吐出ヘッドの製造方法における金属層と樹脂層の積層部材の製
造工程の説明に供する説明図である。
【図７】同じく振動板部材の製造工程の説明に供する説明図である。
【図８】同じく振動板部材の製造工程の説明に供する要部説明図である。
【図９】実施例と比較例におけるエッチング開始の金属層表面とエッチング終了の樹脂層
界面との溝幅の差の実験結果の説明に供する説明図である。
【図１０】圧電アクチュエータの製造工程の説明に供する断面説明図である。
【図１１】本発明に係る液体吐出ヘッドの他の例を示す斜視説明図である。
【図１２】本発明に係る液体吐出ヘッドを備える画像形成装置の一例の機構部の全体構成
を説明する概略構成図である。
【図１３】同機構部の要部平面説明図である。
【図１４】本発明に係る液体吐出ヘッドを備える本発明に係る画像形成装置の他の例の機
構部全体の概略構成図である。
【図１５】従来の振動板部材の製造工程の一例の説明に供する説明図である。
【図１６】従来の振動板部材の製造工程の他の例の説明に供する説明図である。
【符号の説明】
【００９５】
　　１…流路部材（流路基板）
　　２…振動板部材
　　２Ａ…振動板領域
　　２Ｂ…突起部（島状凸部）
　　３…ノズル板（ノズル形成部材）
　　４…ノズル
　　６…液室
　　１２…圧電素子部材
　　２１…金属層
　　２２…樹脂層
　　２３３…キャリッジ
　　２３４、４１１…記録ヘッド
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